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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第７期

中間連結会計期間
第８期

中間連結会計期間
第７期

会計期間
自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2026年４月１日
至 2026年９月30日

自 2025年４月１日
至 2026年３月31日

売上収益 (百万円) 11,051 12,231 20,094

税引前中間(当期)利益 (百万円) 1,040 774 904

親会社の所有者に帰属する
中間(当期)利益

(百万円) 677 523 639

親会社の所有者に帰属する
中間(当期)包括利益

(百万円) 679 520 648

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 2,902 3,392 2,871

総資産額 (百万円) 11,954 15,854 10,814

基本的１株当たり
中間(当期)利益

(円) 48.37 37.36 45.68

希薄化後１株当たり
中間(当期)利益

(円) 46.98 36.43 44.42

親会社所有者帰属持分比率 (％) 24.3 21.4 26.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,110 291 1,370

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2 △1,861 △15

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △887 2,339 △1,577

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 1,720 2,043 1,273
 

(注) １．当社は要約中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．上記指標は国際会計基準(以下「IFRS」という。)により作成した要約中間連結財務諸表及び連結財務諸表に

基づいております。

３. 2025年11月10日付で普通株式１株につき50株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に

当該株式分割が行われたと仮定して、基本的１株当たり中間（当期）利益及び希薄化後１株当たり中間（当

期）利益を算定しております。

 

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は以下のとおりです。

当中間連結会計期間において、当社は、ＳＰＤ＆Ｃｏｍｐａｎｙ株式会社の株式を取得し子会社化したことに伴

い、同社を連結の範囲に含めています。

詳細は、「第４　経理の状況　１　要約中間連結財務諸表　要約中間連結財務諸表注記　６．企業結合」に記載

のとおりです。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者

が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識してい

る主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はあ

りません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものとなります。

 
(1) 経営成績等の状況の概要

当中間連結会計期間における当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー(以下、「経営成績

等」という)の状況の概要は次のとおりです。

 ① 財政状態及び経営成績の状況

（財政状態）

　当中間連結会計期間の総資産は、前連結会計年度末と比較し5,039百万円増加し、15,854百万円（前連結会計年

度末比46.6％増）となりました。その主な要因は、現金及び現金同等物の増加770百万円、営業債権及びその他の

債権の増加1,428百万円、ＳＰＤ＆Ｃｏｍｐａｎｙ子会社化によるのれんの増加2,460百万円であります。

　当中間連結会計期間の負債は、前連結会計年度末と比較し4,519百万円増加し、12,461百万円（前連結会計年度

末比56.9％増）となりました。その主な要因は、借入金の増加3,021百万円であります。

　当中間連結会計期間の資本は、前連結会計年度末と比較し520百万円増加し、3,392百万円（前連結会計年度末

比18.1％増）となりました。その主な要因は、利益剰余金の増加523百万円であります。

 
　（経営成績）

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、賃金上昇を背景とした雇用・所得環境の改善等により、緩やかな

回復基調が続いています。一方、物価上昇の継続が個人消費に与える影響に加え、金融資本市場の変動、中東情

勢の緊張に伴う原油価格等の上昇など、景気の先行きは不透明な状況が続いております。

　このような中、当社グループは、プロスポーツ等多くの顧客が来場するイベントの準備から運営、撤収までの

業務を提供するイベントマネジメント事業、商業施設を中心とした警備、設備保守、清掃、環境衛生といった業

務を提供するビルマネジメント事業、商品販売支援や人材派遣、コールセンター業務などを提供する人財サポー

ト事業を展開してまいりました。

　イベントマネジメント事業においては、大規模多目的スタジアムでのイベント関連業務や臨時イベント業務の

受注増などにより、前年同期比で売上収益が増加しました。

　ビルマネジメント事業においては、前中間連結会計期間に2025年日本国際博覧会（大阪・関西万博）関連業務

を受注した影響がある一方で、ＳＰＤ＆Ｃｏｍｐａｎｙ子会社化による影響、新たな大型オフィス・研究施設に

おける業務の受注、大型商業施設での業務拡大、前連結会計年度に受注した大型商業施設業務等の通期寄与、ス

ポーツ競技大会での臨時業務などにより、前年同期比で売上収益が増加しました。

　人財サポート事業においては、店舗運営業務や人材派遣業務の拡大、スポーツ競技大会での臨時業務などによ

り、前年同期比で売上収益は増加しました。

　売上原価については、売上収益とともに増加しましたが、前年同期比で売上総利益は増加しました。

　販売費及び一般管理費については、過去のM&Aに伴う無形資産償却が前連結会計年度に完了したことによる費用

の減少があった一方で、ＳＰＤ＆Ｃｏｍｐａｎｙ子会社化に伴う仲介手数料や弁護士費用等のM&A関連費用などが

あり、前年同期比で営業利益は減少しました。

　金融費用については、ＳＰＤ＆Ｃｏｍｐａｎｙ子会社化に伴う借入金の増加による支払利息の増加などがあ

り、前年同期比で税引前中間利益は減少しました。

 
　以上の結果、当中間連結会計期間の経営成績等は以下のとおりとなりました。

　当中間連結会計期間の売上収益は12,231百万円（前年同期比10.7％増）、営業利益は860百万円（前年同期比

22.2％減）、親会社の所有者に帰属する中間利益は523百万円（前年同期比22.8％減）となりました。
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② キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末と比較し770百万円増加して

2,043百万円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりです。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、291百万円（前年同期比818百万円減）となりました。その主な増加要

因は、税引前中間利益774百万円、減価償却費及び償却費125百万円、主な減少要因は、営業債権及びその他の債

権の増加額542百万円、営業債務及びその他の債務の減少額54百万円であります。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、△1,861百万円（前年同期比1,863百万円減）となりました。その主な

要因は、子会社の取得による支出1,887百万円であります。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、2,339百万円（前年同期比3,227百万円増）となりました。その主な要

因は、長期借入による収入3,000百万円、長期借入金の返済による支出452百万円であります。

 

３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において締結した重要な契約等は、次のとおりであります。

 
（株式譲渡契約）

当社は、2026年７月16日開催の取締役会において、ＳＰＤ＆Ｃｏｍｐａｎｙ株式会社の株式を取得して子会社

化することを決議し、同日付で株式譲渡契約を締結いたしました。これに基づき、2026年７月31日に当該株式を

取得いたしました。

詳細は、「第４　経理の状況　１　要約中間連結財務諸表　要約中間連結財務諸表注記　６．企業結合」に記

載のとおりであります。

 
（資金の借入）

当社は、2026年７月16日開催の取締役会において、ＳＰＤ＆Ｃｏｍｐａｎｙ株式会社の株式取得資金及び取得

関連費用の一部に充当するため資金の借入を以下の通り決議し、資金の借入を実施いたしました。

 
株式会社福岡銀行

（１）借入先　　　　　：株式会社福岡銀行

（２）借入金額　　　　：15億円

（３）借入金利　　　　：変動金利（基準金利＋スプレッド）

（４）借入実行日　　　：2026年７月31日

（５）借入期間　　　　：７年間

（６）返済方法　　　　：元金均等返済

（７）担保の内容　　　：無担保

（８）保証の内容　　　：該当子会社による連帯保証、財務制限条項（注）

 
株式会社埼玉りそな銀行

（１）借入先　　　　　：株式会社埼玉りそな銀行

（２）借入金額　　　　：15億円

（３）借入金利　　　　：変動金利（基準金利＋スプレッド）

（４）借入実行日　　　：2026年７月31日

（５）借入期間　　　　：７年間

（６）返済方法　　　　：元金均等返済

（７）担保の内容　　　：無担保
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（８）保証の内容　　　：当該子会社による連帯保証、財務制限条項（注）

 
（注）2028年３月期以降の当該子会社のキャッシュ・フローを250百万円以上に維持、及び期末純資産を前年度

末比75%以上且つ700百万円以上に維持、という２つの財務制限条項が付されており、同条項に抵触した

場合は（３）借入金利のスプレッドが0.5%上乗せされます。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 56,000,000

計 56,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末現在
発行数(株)

(2026年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,000,000 14,000,000

 
東京証券取引所
スタンダード市場

 

権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式であ
り、単元株式数は100株であり
ます

計 14,000,000 14,000,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　　該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2026年９月30日
 
―
 

14,000,000 ― 100 ― 1,400

 

 

EDINET提出書類

ヒトトヒトホールディングス株式会社(E41452)

半期報告書

 6/23



 

(5) 【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
㈱

発行済株式
(自己株式を除
く。)の総数に対
する所有株式数
の割合(％)

J-GIA１号投資事業有限責任組合 東京都港区虎ノ門一丁目３番1号 7,818,750 55.8

㈱トリプルトレジャーズ 東京都目黒区駒場一丁目22番13号 1,050,000 7.5

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町2丁目2番-2号 518,700 3.7

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内1丁目9番1号 450,000 3.2

三井不動産株式会社 東京都中央区日本橋室町2丁目1番1号 438,750 3.1

松本　哲裕 東京都目黒区 350,000 2.5

星野　隆義 神奈川県川崎市 150,000 1.1

東洋テック株式会社 大阪府大阪市浪速区桜川1丁目7番18号 146,250 1.0

カルチュア・コンビニエンス・ク
ラブ株式会社

大阪府枚方市岡東町12番-2号 146,250 1.0

セコム株式会社 東京都渋谷区神宮前1丁目5番-1号 140,000 1.0

計 ― 11,208,700 80.1
 

 
(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 ― ―

―

完全議決権株式(その他)
普通株式

139,952
権利内容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であります。なお、
単元株式数は100株であります。13,995,200

単元未満株式
普通株式

― ―
4,800

発行済株式総数 14,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 139,952 ―
 

 

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。

 

EDINET提出書類

ヒトトヒトホールディングス株式会社(E41452)

半期報告書

 7/23



第４ 【経理の状況】

 

１．要約中間連結財務諸表の作成方法について

当社の要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。)第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」(以下「IAS第

34号」という。)に準拠して作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第５編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月30

日まで)に係る要約中間連結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【要約中間連結財務諸表】

(1) 【要約中間連結財政状態計算書】

（単位：百万円）

 注記
前連結会計年度
(2026年３月31日)

 
当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産     

流動資産     

現金及び現金同等物  1,273  2,043

営業債権及びその他の債権  1,839  3,268

その他の流動資産  145  157

流動資産合計  3,258  5,470

     
非流動資産     

有形固定資産  139  167

使用権資産  841  918

のれん ６ 5,951  8,412

無形資産  40  36

その他の金融資産 10 219  347

繰延税金資産  350  487

その他の非流動資産  12  13

非流動資産合計  7,555  10,383

資産合計  10,814  15,854
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（単位：百万円）

 注記
前連結会計年度
(2026年３月31日)

 
当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債及び資本     

負債     

流動負債     

営業債務及びその他の債務  623  641

借入金 10 468  1,075

未払費用  862  1,516

未払法人所得税  195  319

未払有給休暇  260  506

リース負債  166  217

その他の流動負債  600  917

流動負債合計  3,177  5,193

     
非流動負債     

借入金 10 3,870  6,284

リース負債  685  707

引当金  66  69

その他の非流動負債  142  207

非流動負債合計  4,764  7,268

負債合計  7,942  12,461

     
資本     

資本金  100  100

資本剰余金  2,656  2,656

利益剰余金  103  626

その他の資本の構成要素  11  9

親会社の所有者に帰属する持分合計  2,871  3,392

資本合計  2,871  3,392

負債及び資本合計  10,814  15,854
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(2) 【要約中間連結損益計算書及び要約中間連結包括利益計算書】

【要約中間連結損益計算書】

（単位：百万円）

 注記
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

 
当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

売上収益 ８ 11,051  12,231

売上原価  △8,921  △10,012

売上総利益  2,130  2,219

     

販売費及び一般管理費  △1,038  △1,360

その他の収益  25  19

その他の費用  △10  △16

営業利益  1,106  860

     

金融収益  2  3

金融費用  △68  △89

税引前中間利益  1,040  774

法人所得税費用  △363  △251

中間利益  677  523
     

     

中間利益の帰属     

親会社の所有者  677  523

中間利益  677  523
     

     

１株当たり中間利益     

基本的１株当たり中間利益(円) ９ 48.37  37.36

希薄化後１株当たり中間利益(円) ９ 46.98  36.43
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【要約中間連結包括利益計算書】

（単位：百万円）

 注記
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

 
当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

     

中間利益  677  523

その他の包括利益     

純損益に振り替えられることのない項目     

その他の包括利益を通じて公正価値で
測定する金融資産

 1  △2

項目合計  1  △2

その他の包括利益合計  1  △2

中間包括利益  679  520
     

     

中間包括利益の帰属     

親会社の所有者  679  520

中間包括利益  679  520
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(3) 【要約中間連結持分変動計算書】

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

(単位：百万円)

 親会社の所有者に帰属する持分  

    その他の資本の構成要素   

 資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

株式報酬

その他の包
括利益を通
じて公正価
値で測定す
る金融資産

合計 合計 資本合計

2025年４月１日残高 100 2,656 △543 2 7 10 2,223 2,223

中間利益 － － 677 － － － 677 677

その他の包括利益 － － － － 1 1 1 1

中間包括利益 － － 677 － 1 1 679 679

所有者との取引額合計 － － － － － － － －

2025年９月30日残高 100 2,656 134 2 9 12 2,902 2,902
         
 

 
 

当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

(単位：百万円)

 親会社の所有者に帰属する持分  

    その他の資本の構成要素   

 資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

株式報酬

その他の包
括利益を通
じて公正価
値で測定す
る金融資産

合計 合計 資本合計

2026年４月１日残高 100 2,656 103 2 9 11 2,871 2,871

中間利益 － － 523 － － － 523 523

その他の包括利益 － － － － △2 △2 △2 △2

中間包括利益 － － 523 － △2 △2 520 520

所有者との取引額合計 － － － － － － － －

2026年９月30日残高 100 2,656 626 2 6 9 3,392 3,392
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(4) 【要約中間連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）

 注記
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

 
当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー     
税引前中間利益  1,040  774

減価償却費及び償却費  176  125

固定資産処分損益  －  1

金融収益及び金融費用  66  85

営業債権及びその他の債権の増減額（△は増加）  △765  △542

営業債務及びその他の債務の増減額（△は減少）  433  △54

未払賞与の増減額（△は減少）  2  △9

その他  239  106

小計  1,193  487

法人所得税の支払額  △82  △195

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,110  291

     

投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  △6  △13

無形資産の取得による支出  △5  －

敷金保証金の差入による支出  －  △0

敷金保証金の回収による収入  －  2

その他の金融資産の取得による支出  △1  △2

その他の金融資産の売却による収入  14  －

保険積立金の積立による支出  △0  △0

保険積立金の解約による収入  －  41

子会社の取得による支出 ６ －  △1,887

利息及び配当金の受取額  2  3

その他  △0  △3

投資活動によるキャッシュ・フロー  2  △1,861

     

財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増減額（△は減少）  △500  △20

長期借入れによる収入  －  3,000

長期借入金の返済による支出  △240  △452

リース負債の返済による支出  △86  △97

利息の支払額  △61  △73

融資関連手数料の支払額  －  △16

財務活動によるキャッシュ・フロー  △887  2,339

     

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  225  770

現金及び現金同等物の期首残高  1,495  1,273

現金及び現金同等物の中間期末残高  1,720  2,043
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【要約中間連結財務諸表注記】

１．報告企業

ヒトトヒトホールディングス株式会社(以下「当社」という。)は日本に所在する株式会社です。登記上の本社の住

所は東京都渋谷区神宮前２丁目21番９号です。当社の2026年９月30日に終了する要約中間連結財務諸表は、当社及び

その子会社(以下「当社グループ」という。)により構成されております。2026年９月30日時点における当社の最終的

な支配当事者は、日本成長投資アライアンス株式会社です。

当社グループは、スポーツイベント等の管理運営業務、商業施設やオフィスビルの警備業務など人財サービスを主

な事業としております。

 
２．作成の基礎

(1) IFRSに準拠している旨

当社グループの要約中間連結財務諸表は、連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」

の要件を満たすことから、同第312条の規定により、IAS第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。要

約中間連結財務諸表は、年次連結財務諸表で要求されている全ての情報が含まれていないため、前連結会計年度の

連結財務諸表と併せて利用されるべきものです。

本要約中間連結財務諸表は、2026年11月13日に当社代表取締役社長兼グループCEO松本哲裕及び取締役兼グループ

CFO八木由治によって承認されております。

 
(2) 測定の基礎

当社グループの要約中間連結財務諸表は、公正価値で測定する金融商品等を除き取得原価を基礎として作成され

ております。

 
(3) 機能通貨及び表示通貨

当社グループの要約中間連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円(百万円単位、単位未満切捨て)で表示し

ております。

 
３．重要性がある会計方針

　本要約中間連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸表において

適用した会計方針と同一です。なお、当中間連結会計期間の法人所得税は、見積年次実効税率を用いて算定しており

ます。

 
４．重要な会計上の見積り及び判断

　要約中間連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の金額に影響

を及ぼす判断、見積り及び仮定を行うことが要求されています。実際の業績は、これらの見積りとは異なる場合があ

ります。見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの見直しによる影響は、見積りを

見直した会計期間及びそれ以降の将来の会計期間において認識されます。

　本要約中間連結財務諸表における重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断は、原則として前連結会計年度に係

る連結財務諸表と同様です。

 
５．セグメント情報

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっております。

　当社グループは、スポーツイベント等の管理運営業務、商業施設やオフィスビルの警備業務、並びにこれらに付随

する事業を行っており、事業セグメントは人財サービス事業の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。
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６．企業結合

（１）企業結合の概要

①被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称：ＳＰＤ＆Ｃｏｍｐａｎｙ株式会社

事業の内容　　　：警備業を営む子会社を保有する持株会社

 
②取得日　　　　　　2026年７月31日

 
③取得した議決権比率

100%

 
④企業結合を行った主な理由

ＳＰＤ＆Ｃｏｍｐａｎｙ株式会社は、警備業等の人財サービス事業を営むＳＰＤ株式会社を100%子会社とし

て保有しております。ＳＰＤ株式会社は埼玉県を中心に関東エリアにおいてオフィスや商業施設、スポーツ関

連施設の警備等を受託しており、直近３年間の受託物件数と売上高はともに増加しております。

当社のM&Aの方針は、「既存事業の補完」「サービス種別拡大」「事業エリア拡大」のいずれかの目的に資す

ることというもので、このうち本株式取得は主に既存事業の補完に合致するものですが、サービス種別拡大、

事業エリア拡大についても同様の効果が期待できるものと考えております。

これら３つの目的に資することから、当社グループの成長につながる貴重な機会と捉え、本株式取得を決定

したものであります。

 
（２）取得の対価

（単位：百万円）

項目 金額

現金 3,030

合計 3,030
 

 
（３）取得資産及び引受負債の公正価値及びのれん

（単位：百万円）

項目 金額

資産  

　流動資産 2,106

　非流動資産 373

資産合計 2,480

負債  

　流動負債 1,515

　非流動負債 394

負債合計 1,909

のれん（注）１ 2,460
 

（注）１ のれんの内容は、主に、期待される将来の超過収益力の合理的な見積りにより発生したものです。なお、

当該のれんについて、税務上、損金算入を見込んでいる金額はありません。

 ２ 取得した資産及び引き受けた負債については、当中間連結会計期間末において取得原価の配分が完了して

いないため、現時点で入手可能な情報に基づき、暫定的な会計処理を行っております。
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（４）取得に伴うキャッシュ・フロー

（単位：百万円）

項目 金額

現金による取得対価 3,030

取得日に被取得会社が保有していた現金及び現金同等物 △1,142

子会社取得による支出 1,887
 

 
（５）取得関連費用

取得関連費用として190百万円を「販売費及び一般管理費」に計上しています。

 
（６）プロフォーマ情報

要約中間連結損益計算書に認識されている取得日以降の被取得企業の売上収益は1,549百万円、中間利益は67

百万円であります。

また、当該企業結合が期首に行われたと仮定した場合、当中間連結会計期間における当社グループの売上収益

及び中間利益はそれぞれ15,206百万円及び608百万円であったと算定されます。

なお、当該企業結合が期首に行われたと仮定した場合の損益情報は、監査法人のレビューを受けておりませ

ん。

 
７．配当金

配当金の支払額は以下のとおりです。

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

該当事項はありません。

 
当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

該当事項はありません。

 
また、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるものは、以下のとおりです。

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

該当事項はありません。

 
当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

決議 株式の種類
配当金の金額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年11月13日
取締役会

普通株式 150 10円72銭 2026年９月30日 2026年12月１日 利益剰余金
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８．売上収益

当社グループは人財サービス事業の単一セグメントであります。顧客との契約から認識した収益の分解は以下のと

おりであります。

(単位：百万円)

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

サービス形態   

ビルマネジメント事業 6,351 6,746

イベントマネジメント事業 3,101 3,159

人財サポート事業 1,495 2,162

その他 103 164

合計 11,051 12,231
 

 

９．１株当たり中間利益

基本的１株当たり中間利益及び希薄化後１株当たり中間利益の計算基礎は以下のとおりです。

 

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

基本的１株当たり中間利益   

親会社の所有者に帰属する中間利益（百万円） 677 523

発行済普通株式の期中平均株式数（株） 14,000,000 14,000,000

基本的１株当たり中間利益（円） 48.37 37.36

   

希薄化後１株当たり中間利益   

希薄化性潜在的普通株式の影響:新株予約権（株） 416,105 356,788

希薄化効果の影響調整後の期中平均株式数（株） 14,416,105 14,356,788

希薄化後１株当たり中間利益（円） 46.98 36.43
 

(注)　2025年11月10日付で普通株式１株につき50株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当

該株式分割が行われたと仮定して、基本的１株当たり中間利益及び希薄化後１株当たり中間利益を算定してお

ります。
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10．金融商品

(1) 金融資産及び金融負債の公正価値と帳簿価額の比較

　金融資産及び金融負債の公正価値と帳簿価額の比較は、以下のとおりです。なお、公正価値で測定する金融商品

及び帳簿価額と公正価値が極めて近似している金融商品については、以下の表には含めておりません。

 (単位：百万円)

 
 

前連結会計年度
(2026年３月31日)

 
当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

 帳簿価額  公正価値  帳簿価額  公正価値

金融資産         

その他の金融資産         

償却原価で測定する金融資産         

敷金及び差入保証金  113  105  159  149

長期性預金  －  －  80  78

その他  0  0  0  0

合計  113  106  239  228

         

金融負債         

償却原価で測定する金融負債         

長期借入金  4,338  4,374  7,260  7,305

合計  4,338  4,374  7,260  7,305
 

 
　金融商品の公正価値の算定方法は、以下のとおりです。

(a) 現金及び現金同等物並びに営業債権及びその他の債権

これらはすべて短期で決済されるため、公正価値は帳簿価額と近似しております。

(b) その他の金融資産

株式については、活発な市場における同一銘柄の市場価格が入手できる場合の公正価値は、当該市場価格を使用

して測定しており、レベル１に分類しております。活発な市場における同一銘柄の市場価格が入手できない場合

の公正価値は、活発でない市場における同一銘柄の市場価格、類似会社の市場価格及び割引キャッシュ・フロー

法などの適切な評価技法を使用して測定しており、レベル３に分類しております。

敷金、差入保証金及び長期性預金については、その将来キャッシュ・フローと国債の利回り等適切な指標に信用

スプレッドを上乗せした利率を基に割引現在価値法により測定しており、レベル２に分類しております。

(c) 営業債務及びその他の債務、短期借入金

これらはすべて短期で決済されるものであるため、公正価値は帳簿価額と近似しております。

(d) 長期借入金

元利金の合計額と、当該長期借入金の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法により測

定しており、レベル２に分類しております。

 
　金融商品の公正価値ヒエラルキーは、レベル１からレベル３までを以下のように分類しております。

レベル１：同一の資産又は負債の活発な市場における(無調整の)相場価格により測定された公正価値

レベル２：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて測定した公正価値

レベル３：重要な観察できないインプットを用いて測定した公正価値

公正価値の測定に使用される公正価値ヒエラルキーのレベルは、公正価値の測定に用いた重要なインプットのう

ち、最もレベルの低いインプットに応じて決定しております。公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、各報告

期間の期末に発生したものとして認識しております。
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　公正価値ヒエラルキーのレベルごとに分類された、経常的に公正価値で測定する金融資産及び金融負債の内訳

は、以下のとおりです。

 
前連結会計年度(2026年３月31日)

    (単位：百万円)

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産     

　その他の金融資産     

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する資本性金融資産

    

株式 104 － 1 105

その他 － － 0 0

合計 104 － 1 105
 

(注)　前連結会計年度において、公正価値ヒエラルキーのレベル１、２及び３の間の重要な振替はありません。

 
当中間連結会計期間(2026年９月30日)

    (単位：百万円)

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産     

　その他の金融資産     

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する資本性金融資産

    

株式 105 － 1 106

その他 － － 1 1

合計 105 － 2 108
 

(注)　当中間連結会計期間において、公正価値ヒエラルキーのレベル１、２及び３の間の重要な振替はありません。

 
11．後発事象

該当事項はありません。

 
２ 【その他】

2026年11月13日開催の取締役会において、2026年９月30日の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間

配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額                          　  150百万円

②　１株当たりの金額                       　  10円72銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日  2026年12月１日

 

EDINET提出書類

ヒトトヒトホールディングス株式会社(E41452)

半期報告書

20/23



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年11月13日

ヒトトヒトホールディングス株式会社

取締役会　御中

 
太陽有限責任監査法人

 

東京事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中　　野　　秀　　俊  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 若　　林　　将　　吾  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているヒトトヒトホー

ルディングス株式会社の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(2026年４月１日か

ら2026年９月30日まで)に係る要約中間連結財務諸表、すなわち、要約中間連結財政状態計算書、要約中間連結損益計算

書、要約中間連結包括利益計算書、要約中間連結持分変動計算書、要約中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記に

ついて期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約中間連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作

成方法に関する規則」第 312 条により規定された国際会計基準第 34 号「期中財務報告」に準拠して、ヒトトヒトホー

ルディングス株式会社及び連結子会社の2026年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認めら

れなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定(社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適

用される規定を含む。)に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

要約中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第 34 号「期中財務報告」に準拠して要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するため

に経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約中間連結財務諸表を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約中間

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約中間連結財務諸表において、国際会計基準第１号「財務

諸表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約中間連結財務諸

表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、要約中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論

は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として

存続できなくなる可能性がある。

・　要約中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第 34 号「期中財務報告」に準拠していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約中間連結財務諸表の表示、構成及び内

容、並びに要約中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められ

ないかどうかを評価する。

・　要約中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、要約中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上
 

 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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